
(単位：円）

科目 当年度 前年度 増減

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　　①会費・協賛金 22,370,000 23,075,000 △ 705,000

　　　②事業収益　　　 9,607,146 12,027,637 △ 2,420,491

　　　　　講演会等事業 0 0 0

　　　　　出版事業等 9,607,146 12,027,637 △ 2,420,491

　　　③雑収益 1,301,102 1,302,225 △ 1,123

　　　　　受取利息 1,102 2,225 △ 1,123

　　　　　その他雑収益 1,300,000 1,300,000 0

　　経常収益計 33,278,248 36,404,862 △ 3,126,614

　（２）経常費用

　　　①事業費 0

　　　　　給料等人件費 18,500,418 23,796,712 △ 5,296,294

　　　　　啓発宣伝費 13,800,346 16,145,163 △ 2,344,817

　　　　　講習会等費 487,223 413,647 73,576

　　　　　図書等出版費 5,558,725 6,385,422 △ 826,697

　　　　　諸経費 0 0 0

　　　　　会議費 0 0 0

　　　　　旅費交通費 269,960 266,071 3,889

　　　　　管理諸費 6,580,526 6,178,397 402,129

　　　　事業費計 45,197,198 53,185,412 △ 7,988,214

　　　②管理費 0

　　　　　給料等人件費 7,928,743 10,198,587 △ 2,269,844

　　　　　会議費 904,825 708,473 196,352

　　　　　旅費交通費 225,810 220,189 5,621

　　　　　管理諸費 3,017,923 2,893,684 124,239

　　　　管理費計 12,077,301 14,020,933 △ 1,943,632

　　経常費用計 57,274,499 67,206,345 △ 9,931,846

　　当期経常増減額 △ 23,996,251 △ 30,801,483 6,805,232

　２．経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　    経常外収益計 0 0 0

　（２）経常外費用

　    経常外費用計 0 0 0

　 当期経常外増減額 0 0 0

　 法人税、住民税及び事業税 70,000 70,000 0

　　　当期一般正味財産増減額 △ 24,066,251 △ 30,871,483 6,805,232

　　　一般正味財産期首残高 130,411,835 161,283,318 △ 30,871,483

　　　一般正味財産期末残高 106,345,584 130,411,835 △ 24,066,251

Ⅱ正味財産期末残高 106,345,584 130,411,835 △ 24,066,251

正 味 財 産 増 減 計 算 書
令和5年4月1日から令和6年3月31日まで



(単位：円）

科目 公益目的事業会計 出版等事業会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　（１）経常収益

　　　①会費・協賛金 0 0 22,370,000 0 22,370,000

　　　②事業収益　　　 0 9,607,146 0 0 9,607,146

　　　　　講演会等事業 0 0 0 0 0

　　　　　出版事業等 0 9,607,146 0 0 9,607,146

　　　③雑収益 0 11 1,301,091 0 1,301,102

　　　　　受取利息 0 11 1,091 0 1,102

　　　　　その他雑収益 0 0 1,300,000 0 1,300,000

　　経常収益計 0 9,607,157 23,671,091 0 33,278,248

　（２）経常費用 0

　　　①事業費 0

　　　　　給料等人件費 13,214,583 5,285,835 0 18,500,418

　　　　　啓発宣伝費 13,800,346 0 0 13,800,346

　　　　　講習会等費 487,223 0 0 487,223

　　　　　図書等出版費 0 5,558,725 0 5,558,725

　　　　　諸経費 0 0 0 0

　　　　　会議費 0 0 0 0

　　　　　旅費交通費 234,830 35,130 0 269,960

　　　　　管理諸費 4,951,073 1,629,453 0 6,580,526

　　　　事業費計 32,688,055 12,509,143 0 0 45,197,198

　　　②管理費 0

　　　　　給料等人件費 0 7,928,743 7,928,743

　　　　　会議費 0 904,825 904,825

　　　　　旅費交通費 0 225,810 225,810

　　　　　管理諸費 0 3,017,923 3,017,923

　　　　管理費計 0 0 12,077,301 0 12,077,301

　　経常費用計 32,688,055 12,509,143 12,077,301 0 57,274,499

　　当期経常増減額 △ 32,688,055 △ 2,901,986 11,593,790 0 △ 23,996,251

　２．経常外増減の部

　（１）経常外収益

　　    経常外収益計 0 0 0 0 0

　（２）経常外費用

　    経常外費用計 0 0 0 0 0

　 当期経常外増減額 0 0 0 0 0

　 他会計振替額 32,688,055 0 △ 32,688,055 0

　 法人税、住民税及び事業税 0 70,000 0 0 70,000

0

　　　当期一般正味財産増減額 0 △ 2,971,986 △ 21,094,265 0 △ 24,066,251

　　　一般正味財産期首残高 △ 1,922,459 62,273,852 70,060,442 0 130,411,835

　　　一般正味財産期末残高 △ 1,922,459 59,301,866 48,966,177 0 106,345,584

0

Ⅱ正味財産期末残高 △ 1,922,459 59,301,866 48,966,177 0 106,345,584

正 味 財 産 増 減  計 算 書 内 訳 表
令和5年4月1日から令和6年3月31日まで



 

 

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

１．重要な会計方針 

 (1) 固定資産の減価償却の方法 

   建物付属設備、什器備品･･･定率法によっている。 

 (2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   最終仕入原価法によっている。 

 (3) 引当金の計上基準 

   退職給付引当金･･･職員の退職給付に備えるため、期末退職金給与の自

己都合要支給額に基づき当期発生していると認めら

れる額を計上している。 

 (4) 消費税の会計処理 

   消費税の会計処理は、税込方式によっている。 
 
２．特定資産の増減額及びその残高 

  特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 単位(円) 

科   目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産     

 退職給付引当資産 4,933,273 1,800,000 0 6,733,273

 積 立 資 産 110,000,000 0 25,000,000 85,000,000

合   計 114,933,273 1,800,000 25,000,000 91,733,273

 
３．特定資産の財源等の内訳 

  特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 単位(円) 

科   目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に
対応する額）

特定資産   

 退職給付引当資産 6,733,273 （        0）（         0） (6,733,273)

 積 立 資 産 85,000,000 （        0） (85,000,000) －

合   計 91,733,273 （        0） (85,000,000) (6,733,273)

 
４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  単位(円) 

科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

 建物附属設備 2,554,020 2,225,663 328,357 

 什器備品 1,263,955 1,263,945 10 

合   計 3,817,975 3,489,608 328,367 

  


